
第１１回徳島県規制改革会議 概要

日 時：令和元年７月３日（水）１３：３０～１５：３０

場 所：徳島県庁４階 ４０３会議室

出席者：床桜座長、加渡委員、田原委員、藤田委員、出口委員、内藤委員、中委員

ゲストスピーカー（丸浦様、猪子様）

担当課（地域振興課、健康づくり課、障がい者活躍推進室、労働雇用戦略課、

行政改革室、次世代育成・青少年課、教職員課）、事務局

内 容：

１ 開会

２ 協議「第４次提言に向けた意見交換」

○会議の議題について

・座長から、座長メモを使って、今までの提言や第４次提言に向けて基本的な考え方と、

具体的な論点について説明。

座長 ：今まで３回提言をさせてもらった。交流人口増加に資する規制改革として、シ

ームレス民泊やイベント開催時の食料提供などを提言した。シームレス民泊で

は、既に４件開業、５件目も開業に向けて展開している。飲食提供については、

今まで品目列挙型であったものを、生産工程、作業工程に応じて判断する、大

きな変更を行い、かなり前進したと考えている。人的資源＆既存ストック活用

については、公務員の社会貢献型副業が促進され、教育現場での外部人材の活

用拡大については、この後経過報告されると聞いている。農地付空き家の活用

のための基準の見直しについては、特に移住者が希望することが多いというこ

とで、石井町においては大胆な規制緩和をされたと聞いている。セーフティネ

ットに関して、食品栄養成分表示について、中小零細事業者は、義務化が免除

されるのだが、スーパーに出荷する場合は、そうではないということもあり、

取引先が限定されてしまうこともありえるということで、何とか対応できない

かを議論したところ。子ども食堂についても、業というよりむしろ、子どもの

サポートの観点からの提案であるので、規制改革の検討を提案させてもらった。

このように、法令等に関する規制改革にプラスして、実際は例えば、民泊を開

業するに当たっても、多くの法律が絡み、県庁、市役所で窓口やフォーマット

が違うということもあり、行政手続の簡素化やＡＩ活用の利便性の向上を提案

し、具体的な対応をしていただいているところ。

今回の第４次提言についての基本的な考え方は、これまでと同じで、法令等

の規制改革だけではなく、官民連携によって実質的な障壁についても、しっか

りと見直しについて提言を行っていきたいと考えている。これからの時代は、

常にＳＤＧｓを意識しながら展開しないといけないということで、とりわけ、

政府が定めている「ＳＤＧｓ実践指針・優先課題」との関連性を重視して議論

していきたいと考えている。
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前回論点を整理したのが５点であり、これ以外にもあれば、追加していきた

い。法令等の規制改革に係る２点については、次回、９月に議論させてもらう

ことにするが、１つ目は、高齢者事故増加と免許返納や過疎地域等における移

動手段が制限されていることや、一人暮らしの孤立化が問題になっているので、

こういった社会的課題に対して、実効性の高い乗合タクシーや既に木屋平で実

施している自家用有償運送の更なる普及や、丹後市で実施しているライドシェ

アなどの関係について、次回は配車アプリを開発している電脳交通の近藤社長

に来ていただく予定。２つ目は、法令等の規制改革に絡む話として、南海トラ

フ巨大地震対策と平時の子ども、高齢者見守り強化として、美波町を中心とし

た IoTを活用した地域防災・防犯ネットワーク構築をされており、実証実験で
有用性を検証されているが、事業化においては、電気通信事業法等における通

信事業者の取り扱いという問題もあり、これは、国の所管する法律であるが、

ローカルネットワークにおいては規制緩和できないかということで、次回は、

IoT ベンチャー企業のＳＫＥＥＤの社長に来ていただいて議論を深めてもら
う。

今回は、産業人材の不足、雇用の場の確保として、人が不足している、特に

過疎地域では企業の経営が厳しくなっている現状がある。また、地域を支える

人材が不足しているという２つの要点から、丸浦さんから、企業が主体となっ

た地域おこし協力隊、企業の就労システムを緩和しながら、それに対して官と

してもサポートしていくという制度の提案。もう一つは、障がい者やがん患者

の方の就労促進と、社会問題化している８０５０問題、いわゆる引きこもり、

中高年の引きこもりの問題に対して、在宅テレワークが有用ではないかという

ことで、今まで熱心に取り組んでこられた猪子さんから事例も発表してもらい

ながら、課題障壁をどのように解決していけばよいかを議論したい。もう一点、

若者の投票率の低下について、前回の衆議院選挙では、若者の投票率が全国最

下位であった。あるいは、県内流出に占める若者のウェイトが高いということ

もあり、若者、特に選挙権を有する１０代の方に、可能な限り県の施策にコミ

ットしてもらうことも必要ではないかということで、議論したい。今日は、こ

の３点を中心として、議論をしていくが、その前に、既に提言をしている「学

校における外部人材の活用拡大」について報告をお願いしたい。

○「学校における外部人材の活用拡大」について（第３次提言のフォローアップ）

担当課 ：外部人材の活用について、スクールサポートスタッフを配置している。教員の

負担を軽減するために、サポートスタッフが、教材の作成や印刷、ICT に関連
することを、昨年度から開始しているが、さらに充実強化していく。２つ目と

して、部活動指導員として配置促進、３つ目として、スクールカウンセラー、

スクールソーシャルワーカーの配置拡充として、心理面で問題を抱えている教

員のサポートをしていきながら、教育現場での外部人材の活用等により資質の

向上を考えている。

委員 ：地域人材バンクの整備についてはどうか。



担当課 ：部活動指導員の人材リストを作成し、市町村の教育委員から依頼があった場合、

部活動指導員を派遣し、人材の共有を図ることを計画しており、今後やってい

く。

委員 ：コミュニティ・スクールや地域学校協働本部の導入の中で、重点モデル地域の

事例として、ボランティア数５４０名などがあるが、１つの学校だけで、他に

は広がっていないのか。

担当課 ：東みよし町の事例であり、広がっていけばとは考えているが、広がりは今のと

ころ難しい。

委員 ：地域の人がボランティアとして入るのか。

担当課 ：支援隊として入る。

委員 ：外部人材に対してのお金の部分の支援は考えていないのか。

担当課 ：そこまでは議論が進んでいない。

座長 ：提案されてた背景としては、教育のプログラムが変わって、プログラミング教

育などの従来の教員では手が回らない部分については、可能な限り外部人材を

活用していくべきではないかという話であったと思う。

担当課 ：今年度の教員採用試験から、「情報」の採用をしており、教員免許を持ってい

ないが、実績があれば、教育現場に採用していく取組を行っている。

座長 ：人材バンクについて、内藤委員も関心があるので、詳しい状況について数値等

も含めて、次回にでも報告いただければ。

〇地域おこし協力隊制度を補完する移住促進、地域企業の人材確保の仕組み作りについて

座長 ：このテーマは人手不足が大きな経営課題、背景には人口減少があり、それが課

題となっている。地域おこし協力隊については、途中でやめて県外へ流出して

しまうなど、なかなか定着しないとも聞いている。地域公共人材の今後の問題

もあるので、それと絡めて議論していきたい。まずは、地域おこし協力隊につ

いて担当課から説明をいただきたい。

担当課から資料２について説明

座長 ：平たく言うと、都会の方に来ていただいて、３年間市町村の嘱託職員として働

いてもらい、その後は、その地域で起業や働いてもらうという趣旨。資料の数



字は、任期終了と記載されているが、途中で辞められた方はカウントされてい

るのか。

担当課 ：全国調査の定義が、全期間ではなく平成２７年４月から平成２９年３月までの

２年間に終了された方。

座長 ：一度、県内の状況を調べてもらいたい。一部の市町村だが、阿南、美馬、三好、

美波で今まで雇い入れた方で任期途中で辞められた方が３９名おり、それぞれ

の市町村にいる方が１４名。一部他の市町村に行った方も３、４名ということ

で、それでは、定着率は４割ぐらい。先ほど言われた７割と差がある。途中で

辞められた方も含めてそれを母数として、何人が当該市町村、あるいは県内に

残ったかを整理しないと判断を間違ってしまう。実感としては、全国での競争

が厳しいので、人が集まりにくい。これから、地域を担っていく方々の人材確

保としては深刻な問題だと捉えている所がほとんど、私が聞いたところは。一

度、調べ直してほしい。

・ゲストスピーカー発言及び意見交換

丸浦様 ：（三好みらい創造推進協議会資料について説明）

三好市の課題として、人口減少に伴い、就職者数が減少している。転出者を減

らし、転入者を増やすためには、１つ目に、まちの魅力、楽しみ、生きがいを

創出すること。２つ目に、住み家を準備すること。３つ目、仕事はあるが、魅

力あるやりがいのある仕事がないので、企業が規制改革し、人手不足対策でな

く、人を輝かせる社会的役割を担ってもらう働き方を認める。規制改革という

か、意識改革。これができると次の段階に進む。行政側の規制改革としては、

まちづくりに寄与する仕事を民間に委託するということ。当方の会社で、まち

づくりを散りばめた求人書を出したところ、普通の求人では来ないが、まちづ

くりでは、他県からの応募が殺到し、まちづくりをしたい人が多いということ

が分かった。また、まちづくりには、どちらかというと、優秀、経歴が素晴ら

しい方が来る。まちづくりはクリエイティブであり、自分の存在価値を高める

ことができると、「まちづくり業務」を前面に出す必要がある。次に、従来の地

域おこし協力隊制度との比較では、逆に人材が企業に所属し、まちづくり活動

の社会貢献型副業を付加させればと思っている。固定化される企業の場所があ

るので、定住の確率は上がるだろう。企業の人材、地域貢献型活動の人材も確

保できる。

企業が人材を囲い込むと人は来てくれない。３、４日仕事をして、それ以外、

まちづくり活動をしてもらう。それがボランティア活動になったり、企業が給

与を負担するのも、どうだろうとなるので、そこで、行政が中間団体にまちづ

くり業務を委託する。協力隊員に社会貢献型副業としてその仕事を割り振ると

いう形。そうしないと優秀な人材は集まらない。

まちづくりとしては、真鍋屋において起業創業を進めるためのきっかけづく

りを、協力隊に手伝ってもらったり、イベントの運営活動の手伝いや移住支援

活動など、その他の業務を恒常的に業務委託として、させることはできないか、



ぜひ行政にお願いしたい。続いて、理念については、社会貢献とセットで考え

てもらいたい。行政は、業務委託いただきたい。企業は、優秀人材を囲い込む

ことなく、自由にさせてあげること。対象は関西圏にゆかりのある人を中心に、

今年度は、来訪者３０名、移住就労１０名を目標としている。

座長 ：ポイントを整理すると、地域おこし協力隊は３年間市町村で活躍して、理念と

しては、３年後は、そこの市町村において起業・就職していただくが、なかな

か厳しい状況。もう一方、企業としては、ビジネスを展開する際に人材確保で

きない、そこで、正規職員として雇い、例えば週の一部を社会貢献業務に従事

してもらう。公務員の社会型貢献型副業があるが、いわば民間ベースの就業シ

ステムの緩和。緩和する先が、公共業務ということ。そのことに対しては、行

政としてサポートしてほしいということ。官民が連携して、産業人材の確保、

あるいは、３年という期間がなく雇い入れるので、地域公共人材の確保に資す

るのではないかという趣旨で、行政側からのサポートをもらいたいということ。

これからチャレンジしてみないと分からないが、この案件もこれからテーマと

しては良いと思う。

地方創生局長：先ほどの地域おこし協力隊の定着率について、平成３１年４月１日現在、県

内の地域おこし協力隊の受入れ人数は、１９６名、そのうち５６名が現在も

地域おこし協力隊として活動している。任期満了、中途で離職した隊員が１

４０名、そのうち県内に引き続き居住している方が８３名ということで、定

着率は５９．３％になる。それともう一点、活動した市町村内に引き続き居

住している方が６２名、定着率は４４．３％となる。

座長 ：次回今までの任期満了、途中で辞められた方がどういう状況なのか市町村別で

整理をしていただいたらと思う。

委員 ：先ほどの話の中で、持続的に募集はされているのか。

丸浦様 ：今年度はまだで、大阪でフェアを開催する。７月２０日に民間ベースで、 ２

１日は行政も入って、他はネットで募集。

委員 ：今現在、会社で働く人との軋轢のようなものはないのか。

丸浦様 ：昨年試しに週３日の社員を２人、当社で実施した。働き方改革にも良く、３日

で実績を上げなければならないので非常に効率が良い。それは受入れられた。

就業形態も給与形態も別。時間を増やして成果を上げるのではなく、成果あげ

てくればよいとなってきた。

座長 ：IT 企業では最近では就業規則等を変えるのは当たり前になっているかも知れ
ないが、地方の通常の業務体系ではまだまだで、これは民間の就業規則の問題

にも絡んでくるが、そのようなことについて挑戦をしようということ。そうい



う時代に入ってきているということ。

委員 ：徳島は、娯楽などないと言われているが、そのような遊びの部分はどう考えて

いるか。

丸浦様 ：遊びのコンテンツも増えてきた。香川大学の先生が言うには、東京の学生を、

喜ぶだろうと海に連れていくが、実は山や川の方が喜ぶということが分かった

と、ラフティングや廃校で写真を撮るなどが喜ぶ。煌びやかな遊びはないが、

スカッとする遊びはできてきている。

座長 ：この仕組みに取り組もうとする企業が、意識をどのように変えていくかが重要。

基本は５日、企業に従事してもらいたいというのが普通であるが、その内の一

定割合をまちづくり、公共的業務に従事するという仕組みを作ろうとしている

のだが、そのことに関して、理解は、大きなハードルになっている。そのへん

については、どうなのか。

丸浦様 ：去年は、協力隊が企業訪問したが、すぐ帰ってきた。しかし、今年は、人手不

足、優秀な人材を外から呼びたいと、この一年間で変わってきた。説得する必

要なく、そうだそうだと言われている。

座長 ：丸浦さんの会社以外でどのような企業があるか。

丸浦様 ：社会福祉法人、介護を中心に、旅館、商社、サービス業、製造業、工場など、

外から来た人は、時間で朝の朝礼から拘束する必要はない、商品開発などをし

てもらう。

座長 ：通常の募集では厳しい、ただし、まちづくりにおいて必ず時間を取るというと、

あたりが違うということか。

丸浦様 ：全然違う。企業が CSV経営でまちづくり経営を入れていれば簡単ではあるが、
そのような流れも逆にできるかもしれない。この一年で大きく変わった。

座長 ：しかし、まちづくり、公共的業務につく間は、企業にとってみては、直接的に

は、生産性に結びつかないので、その部分に給与を打つのは一歩踏み出す部分

が必要かもしれないが。そこについては、人材をまず、くれないとどうしよう

もないということか。

丸浦様 ：そこについては、各協力隊と企業との協議によるとしている。

座長 ：その部分については、行政からの委託を受けてするので、ということで折り合

いがつけれないかということか。



丸浦様 ：先日も西部総合県民局の方に説明して、コンソーシアムの参加と業務委託の話

をしてきた。行政がするものではないだろうというものがあると思うので、そ

ういうものをいただけたらと思う。

座長 ：ある意味、人口減少が最も激しい地区が三好市地区ということもあるが、今ま

でどおりの企業経営では非常に厳しい。人材確保が非常に大きな課題になって

いる。そこで、官民ベースで打破したいと。これは、他の地域でも同様の課題

を持っていると思う。県南部でも同様の話を聞くので、このようなシステムを

作りあげて全国モデルに展開していくことが大きなポイントになると思う。こ

れはまた整理をさせてもらって提言の中に盛り込んでいきたいと考えている。

○オフィス就労、通勤などが困難な場合に、テレワーク等を活用した新たな働き方を可能

にする就業システムの構築について

座長 ：次のテーマ、今日猪子さんが来てくれている。このテレワークというのもは非

常に有用であり、それを上手く、障がい、ハンディキャップを持っている人に、

あるいは、在宅で治療されている方、最近は引きこもりということで、社会問

題になっているが、そういう方々の社会との接点を作りながら収入もあげてい

くような取組についてテレワークを活用できないか、というテーマで議論する。

まずは、健康づくり課と労働雇用戦略課に、それぞれ、がん患者の就労支援、

あるいはテレワークのポイントについて説明をお願いしたい。

担当課から資料３－１、資料３－２について説明

猪子様 ：（ＪＣＩ・テレワーカーズ・ネットワーク資料を使って、障がい者等へのテレ

ワークの創出での支援について説明）

１９９９年４月１日にテレワーカーたちのネットワークを創るということを団

体名に冠して、「JCI Teleworkers Network」という民間の任意団体を創設。以来
２０年間、障がい者、難病患者、高齢者、子育て・介護中の父母、引きこもり

の人たちと共に、ICT とインターネットを活用し、時間と場所の制約から解放
された新しい学び方と働き方と生き方の創出を実践的に注力して今日に至る。

ほとんどの会員がテレワークしか選択肢を持たない職業生活弱者である。この

部分が昨今言われている県庁の職員の方がテレワークしましょうとか、企業の

従業員の何パーセントが、といったテレワークとはまったく違い、テレワーク

しか選択肢を持たない職業生活弱者あるいは社会生活弱者のためのテレワーク

を２０年間求めてきた。非営利団体ではあるが、外からの資金は受けず、自ら

が創り出した事業を多角的に行うことで、経済的な完全自立を目指し、立ち上

げたからには自立・継続・発展する経営体であり続けたい。そのために、自助

・共助に徹して、退路をたって前に道をひらく覚悟の共有を会員同士の原動力

として団体の運営を心がけてきた。団体の構成と運営の特性について、会員制

の NPO法人であり、団体自らテレワーカーとテレワークコーディネーターを育
成する機能を持ち、テレワークを受注する主体となって、業務の分配、進捗管



理と指導、検品・納品、代品決済、報酬支給まで、団体が統括管理し、運営し

ている。会員になるために、入会金・会費は徴収せず、会員は業務で得た収入

から各自、応分の事務費を団体に納付することで、団体の運営資金をまかなっ

ている。

テレワークについては、テレワークに特化した、ICT 基盤を整備したいとい
うことで、平成２２年に総務省が行った「地域雇用創造 ICT 絆プロジェクト」
にエントリーして、交付金をいただき、それで「JCI 在宅就業支援センター」
というクラウドコンピューターのシステムを構築した。このシステムには、e-
ラーニングシステム、在宅業務管理システム、それと、安全な環境で機密が完

全に保護されたシステムの中で仕事ができるという仕掛けとして「シンクライ

アントシステム」、この３つを実装しており、強固なセキュリティで守られた安

心安全な環境でのテレワークが可能となる。

それからもう一つ、テレワークに特化した ICT 技術者を育成するプログラム
の全国展開として、平成２７年厚生労働省の事業だったと思うが、「徳島県地域

創生人材育成事業」にエントリーして、採択され、２７、２８、２９の３年間

継続して、全国から人を集めて、テレワークのための人材の育成を行うことが

できた。e-ラーニングを使って、講習会を行ったので、北は北海道、南は沖縄
まで、全国にわたった受講生を集めることができ、ずいぶん有用なテレワーカ

ーが育ったと感じている。

座長 ：こういう形でずいぶん長い歴史を持ちながら、テレワークによって初めて社会

参加と言うか、働くことが可能というような人たちをカバーしてこられた。テ

レワークの、「テレ」というのは離れた所で、「ワーク」働く。働くというの

は、単に働くだけでなく、やはり収入とするためには、品質あるいは継続性と

いうものをしっかり担保していかなければならない。そこに、この猪子さんが

取り組まれている仕組みというものが、まさに重要な状況になっていると思っ

ている。とは言え、テレワークが重要だと言われながら、このテレワークとい

うのも、一部の業態を除いては、広がっていないのが現実かという風に思う。

やはり、テレワークの一番の特徴である、時間・場所に制約されないという特

徴を生かすことは非常に重要だけれど、その広がりと言うか、ネックというの

も当然あるかと思うのだが、まずはその部分を、これからさらに拡大するにあ

たって、どのような環境整備が必要なのかなど、そういった点について、猪子

さんの見解をお聞きしたい。

猪子様 ：優秀なテレワーカーを育てるというのも大事であるが、テレワーカー個人とし

ての仕事をするということは非常に危険である。一時 SOHO というのが流行
った時があったが、今、SOHO をやっていますかと聞くと、ほとんどいない。
あれだけ華やかに人口が増えていたが、なぜ SOHO がつぶれたかと言うと、
仕事を頼まれて、契約、仕事をしてと、順調にいっている時はいいわけだが、

何かトラブルがあった時、テレワーカーたち SOHO をやっている人は、クラ
イアントと向かい合った時に、したたかなクライアントのために、完全に経済

的な損失を被って追い詰められ、そして、仕事ができないような状態になって、



SOHO はつぶれていった。テレワーカーたちも同じ。この頃ネットを開くとい
くらでもテレワーカー募集がある。あれを個人でやると確実に大変な思いをす

る。試しに私たちの団体の会員の数名にそれに登録させて、やりましたけど、

大変な思いをしました。だから、先ほど私たちの団体の仕組みを話す時に、団

体として仕事を受注してきたと。その団体には高い職業観を持って、意識の高

い仕事ができて、有能なテレワーカーを育てる機能が整っている。そして、も

らってきた仕事はきちっと得手不得手を理解した分配をして、チームで仕事を

させて、納品の前には必ず、技術の高いスタッフが検品をする。自分たち２０

年かかって、なんとかクライアントに迷惑をかけないような仕事ができるよう

になった。例えば、これに行政とかいった者が、なんかの形で関わるなり、あ

る部分を補償するような形で、官と民が一緒になったような仕組みができない

だろうか。障がい者の担当課には、県がそういうものを作りなさい。例えば、

特別支援学校の生徒しか雇わない会社のようなものを作って、そこでそういう

仕事をやらして、それを県立にしたっておかしくない、というようなことをよ

く言うが、考えておくということは必ず言われ、反対は絶対にされませんけれ

ども、考えてみて欲しい。

座長 ：障がい者個々で対応するというのは、いわゆるワークとしてはなかなか難しい。

それをまさに、猪子さんのところが一つマネジメントしているが、それもいろ

いろ苦労あるようで、消費者でもあり、また、それをサービス供給する立場で

ある障がいを持った方々ということを考えた時、一つ仕組みが非常に重要では

ないかみたいな話をいただいた。なにかご意見ある委員は。

委員 ：先ほど地域おこしの話もそうで、人生１００年時代での働き方は今までの３ス

テージではなくてマルチステージになる。つまり、人生の中で働くことに費や

せる時間と学ぶことに費やせる時間が、今後はるかに増えてくる。その病気の

話にしても万が一ではなくて、がんは２分の１と言われる時代なので、いつ自

分がその立場になるか、その可能性が非常に高い。そのように考えると３ステ

ージで、勉強して新卒で働いて定年してリタイアしてさようならではなくて人

生全体の中で働く時期、学ぶ時期、療養する時期、また働く時期、学ぶ時期と

いうので何回も就業と向き合う時期があると思う。その就業と向き合う時にそ

の時期、時期で働き方は違ってくる。何回も何回も学んだり、自分探しをした

り、働いたりという行ったり来たりの中で、ある一つの働き方がテレワークで

あってもよいし、地域おこしであってもよいし、先ほどの企業版地域おこし協

力隊でもよいと思う。そういった中で、一番大事なのがリスク管理、リスクヘ

ッジをどうするかというのが重要。それを個人に負わせるというのは非常に危

険。マルチステージの中で個人のリスクをどうやってヘッジしていくかがシス

テム作りの上で重要。

座長 ：猪子さんはプラットフォーマー。情報基盤も必要でありマネジメントも必要。

また、クライアントと障がい者との間に立って制御する仕組みが必要。



猪子様 ：ユニシスの子会社に就職させているが、就職させたのと同時にフォーサイトヘ

ルプ、現地での従業員のヘルプを契約書として作ってそれを交わしている。そ

の契約の中には、私の団体から送って仕事している者達が、もし会社に迷惑を

かけるようなことをやった場合、従業員一人一人には責任を絶対に負わさない、

団体がその責任を負うということを明文化した。現地での生活面の巡回や救急

搬送などの目配りなども謳われている契約書を結んでいる。それと平行して仕

事をさせている。それも一つのリスクマネジメントだと考える。

座長 ：障がい者の方や難病の方、テレワークでないと社会に係わりづらい方、今８０

５０という中高年の引きこもりの問題がある。考えようによったら色々な方が

いる。たとえば ICT スキルの高い若者もいる。逆転の発想でそこが心地が良
いのであればテレワークを一つのきっかけにしながら、社会との関わりをより

深くし、必要なことをして社会に出てきていただくような。

猪子様 ：引きこもりの方々はテレワーカーとして、考え方や時間管理ができており、引

きこもりの若者や、６０歳手前の方々も入会している。ひきこもりの原因はた

くさんあるが、生活がテレワーカーに向いており、知的な好奇心が強い者も多

い。東京の IT のスペシャリスト企業２社からも完全在宅で就業の依頼がきて
いる。

座長 ：ひきこもりは原因も多様化してきている。そのような空間の中でいることによ

って能力が発揮できるのだと多様な見方をする中で、テレワークは色々な価値

観を持っている人にフィットしている。非常に良いツールであることは間違い

ない。ちなみに、徳島に引きこもりのデータはあるか。

担当課 ：県内の状況については、調査を行っている。国では、３月に、４０～６４歳、

また、平成２８年に３９歳以下の引きこもりの調査を行っており、推定値とし

て１５歳以上６４歳以下で合わせて１１０万人ほどいるであろうという数字が

出ている。そこから本県の人口にあてはめてみると６,０００人程度いると言
われているが、この調査は、全国で１万人を調査して、１００人ぐらいが引き

こもりということで、人口に戻した数字なので、正確な数字ではない。

座長 ：ひきこもりの方の能力を生かすということで、テレワークは非常に良いツール。

そのためにはプラットフォームが重要、ワークなので品質を管理してそれを技

術指導するような仕組み作りがどうしても必要。それがないと、中々前に進ま

ない。そのような環境整備、課題解決をどのようにしていくかを提言していき

たい。SDGsの中でも１番目にでてくる非常に重要な課題。
最後に若者の審議会等への参加について担当課から説明をいただきたい。

○１０代若者の審議会等の登用による新たな政策形成と地域愛の醸成

担当課から資料４－１、資料４－２について説明



座長 ：選挙権が引き下げられたが、直近の衆議院選挙で１０代の投票率が最下位。政

策に対して、きっかけづくりが十分ではない。県外流出の半分が若者という状

況。やはり若いうちに、県の政策にもなんらかの形で関与してもらおうという

ことや、徳島の課題や良いところを客観的に見ることができるのではないか、

ということがあって、このようなことが取り上げられている。これをもっと増

やしていくような方策はないのかということ。公募を導入している機関が１３

１のうちの２７だが、公募を導入するかどうかは、どのようにして判断してい

るのか。

担当課 ：支援内容、設置目的を踏まえて基本的には所管課で判断。全庁的には公募制の

導入が可能な機関については積極的に採用するようにしている。年に一回の各

所管課からの報告によると公募の対象ではあるが、まだできてない所管もある。

委員の選任等のタイミングもあることから導入できるところから積極的に導入

していく方針。

座長 ：法律によって決まっているわけでないので知事がやったらいいんじゃないのっ

て言うと、すべての機関が導入してもおかしくない。その中で特に若い方を入

れていく、これは考え方次第。防災会議では、若い人の防災対策が非常に重要

で、できるだけ参画と言いながら、防災会議に若い人がいない。例えば、条例

を改正してでも、若者枠を設けるなどの大胆なこともやってもいいのではと思

う。そのような大胆な取組みをやっていかないと、若者の参画といっても実効

性が伴わないものになるのではないか。もう一つは、傍聴というのを設けると

いうこと。そのためには、会議の日程等をＨＰ等で知らせていくことも必要だ

と思う。また、会議は通常、平日昼に開かれるので、傍聴等に参加する場合は、

授業として認めるなど、仕組み作りが必要ではないだろうか。説明いただいた

若者参加 7名が多いとは思わない。仕組みそのものを考えていかなければなら
ないのではないか。

委員 ：当大学の教え子が委員としてお世話になっている。委員の先生方の中に、教え

子が参加し、勉強して臨むが、緊張したりするので発言できる若者は少ない。

本会議の中に入れることも重要だが、重要な施策を決める下部組織として、例

えば、大学生や高校生の会議などで、同世代の県内学生が集まって、県政に意

見を出して、それを本会議にあげていくような部会のような別組織を立ててい

くと学生にとってハードルが下がってくる。成人に１８歳も入ってくるので検

討していただければ。

座長 ：若者達が将来の徳島を担っていくわけであるので可能な限り機会を提供して、

彼らが出やすいような仕組みをつくる。必要な条例があるならば枠を広げるな

り、加渡委員が言うようなことも合わせて考えていくことが急務である。

委員 ：若者クリエイト部会があるが、そのようなものが審議会にあればよい。



委員 ：若者クリエイト部会は４０歳までなので、もっと年齢層を下げてもよい。

座長 ：大学サイドもそういう方々が出やすいような仕組みにしなければならない、授

業の公欠など。それは、県と大学の連携協定の中で話し合えば実現可能。彼ら

を政策の中に引き込むような形を作っていくことが出来ればよいと思う。

委員 ：選挙も海部のほうで高校に投票所を持って行くような話もあるけれど、全部の

高校に持って行けばよいのに。

座長 ：同時に何のために選挙するのかというような政策面の勉強もしていただかない

といけない。まさに県の審議会や議会は非常に良い学びの場であると思う。規

制改革会議にも導入してもよいので、しっかりこういうことが議論されている

ということを知っていただく。そうすると各委員さんの緊張感も出てくる。

時間ですが、他にこれだけは言っておきたいという方は。

委員 ：独居老人や老人１世帯が多くなって、お手伝いが多く必要となっている。しか

し、民生委員しか、家に入れない、相談に関われないということがあるため、

社会福祉協議会の役員も二の足を踏んでしまう。これをなんとかならないか。

座長 ：次回の九月に整理して委員の意見として出していただきたい。

以上


